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はじめに
中国の労働者が社会保障を要求 したのは､最も古くは､
解放以前の今から約77年前の1922年であった｡中国共産
党は1922年5月に､広州で全国第一次労働大会を行い､
中国労働組合書記部を作り､｢労働法案大綱｣を制定 し
た｡さらに､1931年11月に､中華ソビエト共和国が建国
され､第一次中華ソビエト共和国工農兵代表大会におい
て､全文十五章､百二十一条からなる ｢中華ソビエト共
和国労働法｣が制定された｡そのうち､第十章十三条は
社会保険全般について規定するもので､1932年1月1日か
ら実施された｡
そして､中央政府は､多くの都市を解放するにともな
って､1948年7月に-ルビンで開かれた第六次全国労働
大会で､ほぼ完成した社会保険条例 ｢東北公営企業暫行
労働保険条例｣l)を公布した｡この社会保険条例では､
労働災害､疾病､老齢､出産､死亡などについて明確に
規定し､中国において解放前に最も完壁な社会保険条例
であったと見られていた｡その時点で､カバーされた人
数は労働者および職員の63万人およびその家族の150万
人に達 した2)｡後に､他の解放区と大都市はこの ｢東北
公営企業暫行労働保険条例｣を参考して当該地域の社会
保険を制定 し､実施した｡
戦争による影響とそれによる経済発展の遅れから､当
時の社会保険の給付水準は低 く､実施範囲も狭くなって
いた｡また､企業間の経営状況などにおいて格差が存在
していたため､実施された社会保険も決 して一様ではな
かった｡ しかし､これらの条例により中華人民共和国成
立後の全国を対象とした統一的社会保険制度へのレール
を敷設することができた｡さらに､全国的な範囲で国民
経済が復興階段に入ると､経済の速い回復が全国の企業
レベルで社会保険制度の創設の準備をさせることになっ
た｡
つづいて､1949年9月に､中華人民共和国は社会主義
国として建国され､建国から間もない1950年に､｢中華
社会
保陣
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人民共和国労働保険条例｣を制定､実施 し､国家社会保
険 ･社会保障の第一歩が しるされた｡
その後､中国の社会保障制度は幾多の変遷をみたが､
今日では一般に社会保障は社会保険､社会救済､社会福
利､社会優待慰問措置の4つの制度から成り立っている
(図1)｡このうち､社会保険とは ｢法律に基づいて､労
働者､労働者の所属する企業 ･団体 ･機関､あるいは地
域社会､および政府といった多方面より資を集め､労働
災害､死亡､病気､老衰､育児といった難問に直面 して
いる勤労者およびその親族あるいは遺族を､収入の中断､
減少､喪失といった事態から救出し､その基本的な生活
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出所:労働部課糧組f一中国社会保障体系的建立及び完書』中国経済出版社.1994年.20責.
薄 欝欣r中国における社会権牡の現状一中国民政部をめぐる社会禰祉政策を中心に-｣
r社会福祉研究A第52号.1991年.10月.24貢.
多言才fJt縞l薪時期中国社会保障体制改革の理論と実践J中共中央党校出版社.1995年､
10頁より作成｡
図1.中国の社会保障制度の体系
(1)
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需要を保障する制度｣である｡社会救済とは ｢公民が必
ず享受することのできる権利｣であり､社会福利とは
｢国家あるいは社会が法律と政策の範囲内で､住民の住
宅､公衆医療衛生施設､環境保護､基礎教育の分野で､
公民全体に普遍的に提供される資金援助と有償サービス
といった社会的な制度｣であり､社会優待慰問措置とは､
｢国家と社会が規定に従って､退役軍人およびその家族､
退役軍人および戦死者の家族などのような法律で定めら
れた特に慰問を受ける対象者に対し､彼らの一定の生活
水準を保証するために提供された資金的な援助とサービ
スであり､称揚､特別待遇､救済といった性質を帯びた
特殊な制度｣である3)0
このように､社会保険は､社会保障制度の一部分であ
りながら､その中心的役割を果たしていることから､社
会保障一般と同じ意味で広義に用いられていることも多
いが､狭義の社会保険は養老保険､医療保険､労災保険､
生育保険 (育児保険)､失業保険と区分されている (図1)0
本稿では､このうち主として養老保険-年金保険制度に
ついて (ただし必要に応じて関係する他の社会保険制度
についても取り上げる)､その形成過程と発展過程につ
いて歴史的な考察を行うことを課題とする｡
改めて言うまでもなく､中国の社会保険はさまざまな
歴史的出来事や社会経済状況の変化と関連 しており､
1949-1956年の創設期､1957-1966年の調整期､1967-
1977年の衰退期､1978-1990年の回復および発展期､90
年代に入って改革期という各段階.に分けることができる｡
したがって､本稿では､以下の4段階に分けて中国の年
金制度の変遷を内外の研究資料に基づいて歴史的に整理
して行きたい｡その上で､公的年金制度の現状と課題に
ついて詳しく検討を行いたいが､それらは紙幅の都合で
別の稿で改めて論じることとする｡
1 全国統一年金制度の創設期 (1949年～1956年)
(1)中華人民共和国労働保険条例の創設
中華人民共和国建国前に､さまざまな社会保険が実施
された｡しかし､社会保険としての給付水準が低く､実
施範囲も狭かったため､全国統一の社会保険条例制定へ
の準備がすすめられた｡政務院 (現在の国務院-政府､
以下同じ)は労働部と中華全国総労働組合が労働保険条
例の制定に着手することを指示し､これまで実施した条
例の経験と当時のソ連の社会保険制度を参考した上で､
全国的な企業範囲にわたる社会保険制度を創設した｡
そして1950年に､政務院は ｢中華人民共和国労働保険
条例｣(以下 ｢51年条例｣と省略する)の草案を公表し､
(2)
1951年2月23日の政務院第73回政務院会議で､ この ｢51
年条例｣を採択し､同月26日に公表 ･実施した｡この51
年社会保険条例は､労働者の ｢生 (出産)､老 (老齢化)､
柄 (疾病)､死 (死亡)残 (障害)｣といった各項目 (失
業保険以外)についての個別待遇､および集団保険事業
を含んでおり､社会保険にかかる費用の大部分は企業が
直接支払い､その残りは中華全国総工会の企業分担金に
よって賄われるとした｡
この ｢51年条例｣は中国における社会保険制度のはじ
まりであり (図2-1)､これに基づいて､一部の ｢都市｣
で働く労働者のための社会保険制度が農村部を除く都市
全域で実施された｡
図2-1.1951年-1968年
この ｢条例｣の内容は､
図2-2.1969年-1983年
次のようなものであった｡
まず､実施対象についてみると､①労働者および職員
の人数が100人を超える国営 ･公私合営 ･私営及び協同
組合経営の工場､鉱山およびその附属施設と､②鉄道 ･
航運 ･郵便電信の各企業およびその附属施設に限定され
ていた｡
この実施対象が限定された主な理由としては､①当時
の国民経済が回復時期で､国の財源は限られていたため､
全企業で実施することは不可能であったこと､②政府は
社会保険についての経験を欠いていたために当面試行錯
誤を強いられたこと､③当時の正常な生産､経営の可能
な従業員100人以上の企業だけが保険料を支払う能力を
備えていたこと､の三つがあげられる4)0
っぎに､社会保険料5)の徴収と保管についてみると､
まず､社会保険料については､労働者個人は無拠出とさ
れ､当該企業は労働者おおよび職員-の支払う賃金総額
の3%相当する金額を負担した｡そして､そのうちの30
%が中華全国総工会に預託され､それは労働保険総基金
とされた｡残りの70%は当該工場､企業の工会委員会
(企業の労働組合)に預託され､労働保険基金となり､
労働者および職員のために ｢労働保険条例｣に制定され
た補助金などに使われる｡
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そして､保険料の保管は､中華全国総工会が代行させ
た中国人民銀行が代理することとされた｡
(2)社会保険条例の給付と水準
社会保険条例は多岐にわたる内容をもっている､先に
述べたように､本稿は公的年金を中心に検討することを
目的とするが､必要に応じて年金に関係の深い他の社会
保険給付についても取り上げる｡
1)退休 (定年退職)基準と退休金 (年金)給付
まず､退休基準についてみると (表1)､①一般勤務年
数 (通算年数を指す)が25年以上で､本企業に勤務年数
5年以上の男子労働者または職員が60歳になったとき､
②一般勤務年数20年以上で､本企業に勤務年数5年以上
の女子労働者または職員が50歳になったとき､③坑内､
高温､低温､もしくは直接有害作業に従事する労働者ま
たは職員は､a一般勤務年数25年以上で､本企業に勤務
年数5年以上の男子が55歳に達した場合､ b一般勤務年
数20年以上で､本企業に勤務年数5年以上の女子が45歳
に達した場合である｡
また､退休金給付水準については (表1)､本企業の勤
務年数によって､本人賃金 (最終1ケ月の賃金)の50%
～70%に相当する金額が退休金として､本人の死亡時ま
で保険基金から毎月支給される｡
項目 基準 給付比率 費用の出所
退休 ① -他動積年放く通算年数､以下同じ)25年､本企業勤務年致5年以上で､溝60歳 勤梯年故により､本人賃金 保険に遺した男子労触手および職員. (退休する前の 1ケ月の貫 基金
② -他動棟年数 20年､本企業勤務年数 5 金)
牲)軌林年数及び-般勤梯年数を計算する帝.坑内.高温.低温特別なt労働に従事する肴は.鋤耕年数 1年
の労働を1年3ケ月としてI十算する.また.蝕優に青書な仕事に従事する書は.勤輝年数1年の労鴨を1年
6ケ月として計算する.以下も同じ.
出所:檀紙.劉景14鴇P社会保険指南b南開大学出版社.1992年.184貫より作成.
表 1.退休基準と退休金給付水準
2)労災による負傷､障害､死亡に対する給付 (表2､
表3)
負傷に対しては､診療費､薬の代金､入院費､入院中
の食事費と交通費のすべてを当該企業が負担し､さらに
労働者および職員に本人の賃金全額を企業が支給する｡
また､障害に対する給付としては､労働能力の完全喪
失者に対して､介護の要否により本人賃金60%～75%に
相当する金額を死亡時まで保険基金から支給する｡労働
力の部分的喪失者に対しては､本人賃金の10%～30%に
相当する金額を補助金として支給する｡ただし､支給す
る補助金は､身体が回復した後に新しい職場において支
給される賃金との合計額が負傷する以前に支給された賃
金の範囲内にとどめられる｡
(3)
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さらに､死亡した場合には､当該企業が企業の労働者
および職員全部の平均賃金の3ケ月分に相当する金額を
葬祭料として支給するほかに､当該労働者および職員の
扶養直系親族の人数により死亡者本人の賃金の25%～50
%に相当する金額を援助金として保険基金から月ごとに
家族に支給する｡支給される期間は､その家族が援助金
の権利を失うまでである｡
項目 給付の内容.基準 責Rの出所
鼻信の 診療費､薬の代金､入院費.入院中の食事費と交通費のすべて.治療期間中 企業
場合 の賃金は全額支給する.
障害の 労働力を完全に喪失し､起居飲食に他人のは肋を必要とする舌には.本人賃 保険
場合 金の75%にあたる慰労金を.死亡するまで支給する. 纂金
起居飲食に他人の捷肋を必要としない場合には.60%にあたる慰労金を､体
力を回復するまで.あるいは死亡するまで支給する.
障害のために労働他力が低下し､賃金が減鎖される場合には､それを補填す 保険
るために､補助金が支給される.その寝は､本人の障害発生以前の賃金と. 義金
現在の賃金を比較して､その減少中から算出される.
賃金の減少率が 31%以上の場合 補填牢 30%
21-30% 20%
ll-20% 10%
出所:中村良二ほかr中富労働システム研究のためのノ-トー 中F)社会保障制度の現状と改革を中心として-J
qEl本労伽研零地積研究妃璽dNo.ll.1川 年.111貫.
嬢櫨.劃景博嶋r社会保険指南JTq開大学出版社.1992年.179-188Jtより作成.
表2.労災による負傷､障害に対する給付
境目 給付内容.基準 食用の出所
扶養tl系 被扶養されていた直系親族に､生活維持のための援助金が毎月支給され 保険
親族は肋 る｡ 基金
金 支給瀬は､扶養人政と労働者及び職員生前賃金の25-50%から支給する.
葬健貴の 企業のすべての労働者および職員の平均賃金の 3ケ月分を､葬儀貴として. 企業
柵助金 一時給付される.
扶養直系 直系親族が､何らかの理由で死亡した場合には､その親族の年齢に応じて. 企業
親族葬儀 葬儀補助金が一時給付される.その額は.企業のすべて労働者および織員
補助金 の平均賞金で井出される｡
死亡した直系親族の年齢 平均賃金の
満 10歳以上 1ケ月分の 1′2
沸 1-10歳未満 1ケ月分の 1/3
出所:櫓嬢.fl景雉鳩F社会保険指南D南開大学出版社.1992年.183-184貫より作成.
表3.労災による死亡に対する給付
3)労災以外による負傷､障害､死亡に対する給付
(表4)
一般の負傷に対しては､当該労働者および職員は､高
価な薬代金と入院中の食費を負担するが､それ以外の費
用と治療､休暇中の賃金については､最初の6ケ月に限
り､労働者および職員の勤務年数によって､本人の賃金
の60%～100%に相当する金額をすべて企業が支給する｡
そしてその後は､労働者および職員賃金の40%～60%に
相当する金額を､回復するか､障害認定を受けるか､死
亡する時まで保険基金から支給する｡
つぎに､負傷が回復した場合は､当該労働者および職
員は当然旧職場に復帰するが､障害を認定された場合､
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労働能力の完全喪失者に対しては､以前の給付を支給停
止して､認定後に介護の要否により当該労働者および職
員の賃金の40%～50%に相当する金額を保険基金から支
給する｡
さらに､死亡に対する給付は､当該企業の労働者およ
び職員全員の平均賃金の2ケ月分に相当する金額を葬祭
料として支給するはかに､当該労働者および職員の扶養
家族人数により死亡者本人の賃金6-12ケ月分に相当す
る金額を一時金として保険基金から家族に支給する｡
項目 給付内容.墓碑 責用の出所
病気休 纂価な薬の代金と入院中の食事責は本人がA担を.その他は.企業が負担 企業
畷手当 する.ただし､種済状況は由難の尊族に保陳暮金から補助金を支給する.
負傷や病気のために､6ケ月以内の休暇を必妻とする場合には.通常の1金
の代わりにr病気休暇手軌 が支給される.支絵鋤は､企業に鋤株年数によっ
て､本人賃金積の60-100%で.辞しくは次のようである.
動梯年数 8年以上の場合 10%
6-8年未済 90%
4-6年未満 809も
2-4年未満 70%
2年未満 60%
疾病 負傷や病気のために､6ケ月以上仕事ができない場合には.r膚気休暇手当J 保険
敷済金 の支給が停止され､このr疾病救済金Jに切り替えられる.この支始線も.助 義金
梯年数に対応して本人賃金錆の40-60%で.辞しくは次のようである.
勤梯年欺 3年以上の場合 60%
1-3年未満 50%
1年未済 40%
障害 叶書になって.労軸力を完全に喪失し､起居飲食に他人の檀肋を必筆とする 保険
柵助金 著には.本人貴会の50%にあたる慰労金を､死亡するまで支給する. 義金
起居飲食に他人の檀助を必要としない場合には.40%にあたる慰労金を､体
力を回檀するまで.あるいは死亡するまで支給する.
死亡 扶養する直系親族の人数により.死亡本人の賃金 6-12ケ月分を救済金とし 焦験
救済金 て､正系親族に-時給付する. 暮金
また.企業すべて労働者および職Aの平均雷金の2ケ月分を､葬儀責として.
出所;中村良二ほかr中四労働システム研究のためのノー トー 中鴎社会保障制度の硯状と改革を中心として-｣
r日本労触研究機構研究紀霊JNo.ll.1996年.111貫.
繍嬢.刑責揖嶋r社会保検籍7m開聞大事出版社.1992年.182-183貫より作成.
表4.労災以外に対する給付
4)出産に対する給付
女子労働者および職員の出産に対して､産前産後を合
計して56日､難産と双生児は70日の休暇を与え､高価な
薬代金と入院中の食費以外の費用はすべて当該企業が負
担し (表5)､さらに､この期間内は､普段通りの給与が
支払われる｡
また､女子労働者および職員､もしくは男子労働者お
よび職員の妻が出産した場合､4元の出産補助金が保険
基金から一時給付される｡
項目 給付内容.纂隼 費用の出所
産休 女子労働者および職員が出産した場合は56日. 企集
双生児または難産の場合は70日となる.この期間中は.曽於通りの賃
金が支払われる.
出産 女子労働者および職員.もしくは男子労働者および職員の霊が出度し 保険
出所:繍嬢.雷l景1tJ4l社会集鏡相聞J開脚大学出版社.1912年.181-185Jtより作成.
表5.出産についての給付水準
しかし､この制度は一挙に労働者および職員の全部に
(4)
適用されたわけではなく､本条例適用範囲外の企業は､
｢労働保険条例｣の原則に基づいて､あるいは本企業当
時の実際状況によって協議した上で､その適用を規定し
た｡
全国でこの ｢51年条例｣を実施した企業は､1952年末
までに3,861ヶ所におよび､302万人の労働者および職員
とその扶養家族をあわせて､約1,000万人がその ｢51年
条例｣の対象となった6)｡なお､1952年に退休人数は2
万人だった7)0
(3)社会保険条例の修正 (退休金を中心に)
やがて､国民経済が回復すると､国の財政経済状況も
好転し､1953年から第一次五力年計画の時期にはいった｡
そのとき､政務院は1951年2月26日に公表 ･実施 した
｢51年条例｣に対して､修正草案を示した｡｢草案｣の主
な内容は大きく三点にまとめることができるが､第1は､
実施範囲を工場､交通事業､国営建築社まで拡大したこ
とであり､第2に､事業の運営を､中華全国総工会の指
導のもとで､地方の工会委員会が行うことであり､第3
に､退休金給付水準について次のように修正を図ったこ
とである (表6)0
まず､当該企業に勤務年数が5年以上10年未満の労働
者および職員は､本人賃金 (最終1ケ月の賃金)の50%
とし､勤務年数が10年以上15年未満の労働者および職員
は､本人賃金の60%とし､勤務年数が15年以上の労働者
および職員は､本人賃金の70%とし､すべて保険基金か
ら死亡時まで毎月月額で支給し､支給の基準を明確に示
したのであった｡
また､坑内､高所､高温､低温などの職場において勤
務年数が10年の労働者および職員と､身体に直接有害な
職場において勤務年数が8年の労働者および職員に対し
ては､たとえ退職する時にその職場にいなくても､｢51
年条例｣に基づいて､退休権利と給付を享受することが
できるように改めた｡
さらに､優遇享受者 (模範労働者など)に対する給付
は､当該企業の勤務年数が5年以上10年未満の者には本
人賃金の60%､勤務年数が10年以上15年未満の者には本
人賃金の70%､勤務年数が15年以上者には本人賃金の80
%に相当する金額を保険基金から毎月死亡時まで支給す
るよう､給付水準を引き上げた｡なお､その後も､引き
続き勤務する者には､本人の賃金を支給するほかに､本
企業に勤務年数が5年以上10年未満の者には本人賃金の
20%､勤務年数が10年以上15年未満の者には本人賃金の
25%､勤務年数が15年以上者には本人賃金の30%に相当
する金額を､退休する時あるいは死亡時まで､保険基金
から毎月支給することを示した｡
蒋･坂口:中国における公的年金制度
項目 給付比率 費用の出所
遺体 本企業勤梯年数により.本人賃金(最終 1ケ月の賃金)の比率 保険
勤梯年故 5-10年未済. 50%
10-15年未済. 60% 基金
15年以上の場合､ 70%
引き続き勤務者には.賃金を支給するほかに.企業鋤梯年数によ
リ､高い給付を受ける.
勤積年牡 5-10年未済､ 10%
10.-15年未満. 15%
15年以上の場合.20%
坑内.高所.高温.低温における看.勤積年数は.前後合計 10年.
身休に有害な職場における者.前後合計 8年.1951年のr条例｣に
もとづいて.絵付する.
優遇享受者(模範労働者など)に対しての給付は､
肋積年牡､5-10年末.3. 60%
10-15年末溝. 70%
5ー年以上の場合. 80%
引き続き勤稀有には.賃金を支給するほかに.企業勤滞年数によ
リ.高い給付を受け取る.
勤梯年数 5-10年未満. 20%
10-15年未満. 25%
15年以上の場合. 30%
出所:櫓嬢.fq景I+嶋P社会保検格間j南開大草出仕牡.1992年.193-191貫J:り作成.
表6.退休金給付水準
そして､1953年には､適用対象企業が4,400ヶ所に拡
大し､420万人の労働者および職員が適用対象となった｡
さらに､1956年にも､実施範囲は商業､貿易､金融､石
油､水産､林業など13産業に拡大され､修正 ｢条例｣に
含まれる労働者および職員は1953年の4倍にあたる
1,600万人に増加した8)｡
その際､労働保険条例適用外の企業でも､経営状態と
労働者および職員の必要に応じて､労使が労働保険協約
を結んで条例に準ずる社会保険制度を実施することにな
っており､その後の発展状況からみると､条例適用外の
企業のほとんど全部にこの種の社会保険制度が実施され
ているものと思われる9)0
2制度の調整期 (1957年～1966年)
第一次五力年計画が成功をおさめ､1958年に､第二次
五力年計画が始まると､労働部は中華全国総工会の関連
部門とともに､社会保険制度間題に関する研究に着手し､
積極的な改善策を打ち出した｡中国の人口は多かったが､
経済力はまだ低かったため､企業の従業員､国家機関及
び事業部門の社会保険は単項法規で徐々に創設されてき
た｡そのような中で､退休金に関する規定の調整が図ら
れ､1958年2月6日に､国務院は ｢従業員の退休に関する
暫行規定｣を公表し､労働部は ｢従業員の退休に関する
暫行規定実施細則 (草案)｣を公表した｡ この二つの規
定により企業､事業部門と国家機関との年金制度が統一
された｡以下において､その主な内容をみることにしよ
う｡
(1)実施対象
まず､実施対象については､大きく五つに分類するこ
とができる｡その第1は､国営､公私合宮の工業､交通
(5)
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運輸､建設､商業などの企業及び業務管理機関の附属施
設であり､第2は､国家予算から事業費支出される農業､
林業､水利､地質､気象､文化､教育､衛星､科学研究
など野事業部門であり､第3は､権利機関､行政機関､
法院､検察院及びその附属施設などの国家機関であり､
第4は､国家から経費の全部あるいは一部分の補助を受
ける人民団体及びその附属施設であり､第5は､その他
の民主党派､軍事部門である｡
(2)退休基準と退休金の給付水準 (表7)｡
｢暫定規定｣の退休基準については､勤務年数が若干
緩和され､当該企業勤務年数が5年で､一般勤務年数が
20年 (当該企業勤務年数を含む)の男子従業員が60歳に
なったとき､当該企業勤務年数が5年で､一般勤務年数
が15年の女子従業員が50歳になった場合､または女子管
理者が55歳になった場合である｡
また､坑内､高所､高温､特別重労働など､健康に有
害な作業に従事し､当該企業勤務年数が5年で､一般勤
務年数が20年の男子が55歳になった場合､当該企業勤務
年数が5年で､一般勤務年数が15年の女子が45歳に達 し
た場合である｡
つぎに､給付水準についてみると､当該企業勤務年数
が5年以上10年未満の者には本人賃金 (最終1ケ月)の50
%､勤務年数が10年以上15年未満の者には本人賃金の60
%､勤務年数が15年以上の者には本人賃金の70%に相当
する金額を保険基金から毎月死亡時まで支給する｡しか
し､退休後に引き続き勤務しても､従来のように賃金の
項目 週休基準 給付水串 費用の出所
退休 ①男子労働者および職A:勤続年数 5年､ 勤続年故により､本人賃金(最 保険
-他年敷く勤続年数を含む､以下同じ)20年以上で.60歳.②勤続 数5年.-他年牡15年以上で､沸55歳に連した女職員.満50歳に遺した女子労働者③坑内や蔦空､高温､特別な重労働､健康に有害な作業に従事する労働者および職員は､男子蒲55厳.女子満45歳で､勤続赦.一般労伽 政は.GXaに同じ. 終 1ケ月の標準賃金)の15年以上の場合.70%0-15年未満､605- 0年未満. 50% 義金
⑥男子 50線.女子 45歳の労働者および職 勤続年故により､
員で勤続年牡5年､一般労働年数15年に遺した青で.身体表明し､労他力を喪失した看､医療期間が柾明し､さらに､労働鑑定委員会が承腔.⑤勤続年数5年､一般労働年致25年 壊した労働者および職員で.身体表現し力を喪失した看､医療期間がf正明し.さらに.労働鑑定委員会が承托. 15年以上の場合､60%0-15年末溝.50%5-10年未満.40%
(参事命運勤に20年以上従事した者で.身体衰弱し.活勤不能となり.自発的に退休した者｡ 70%
⑦社会に対して特別な貢献を行った労働者 ①-③の給付基準より高い絵
および職員. 付を受けることができる.ただし.引き上げる部分の最幕は.本人賃金の 15%が限度.
蛙)1951年10月に全EF総工会書Ta所はr労働焦燥輪付については.一律本人標準賞金でflJlする通知｣を公
覆した.従って.従来のr本人賃金｣はr本人標準賃金Jに変わった.
出所:鳩 櫨.刑 責14儀r社会保険指南J開明大学出版社.1992年､205-216貫より作成.
表7.退休基準と退休給付水準
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20%～30%の補助金は支給されなくなった｡
しかし､身体衰弱､労働能力を喪失した者については､
男子が50歳､女子が45歳に達し､当該企業勤務年数が5
年以上で､かっ一般勤務年数が15年以上になると､当該
企業勤務年数が5年以上10年未満の者には本人賃金の40
%､当該企業勤務年数が10年以上15年未満の者には本人
賃金の50%｡同上勤務年数が15年以上の者には本人賃金
の60%に相当する金額を保険基金から毎月死亡時まで支
給する規定が新たに設けられた｡
さらに､革命運動に20年以上従事した者で､身体衰弱
したため､自発的に退休した者には､本人賃金の70%に
相当する金額を保険金から毎月死亡時まで支給される｡
なお､社会に対して特別な貢献を行った労働者および
職員は､上記の給付水準 (50%～70%)より高い給付を
受けることができる｡しかし､この引き上げられた部分
の最高限度は本人賃金の15%を超えてはならないとされ
た｡
(3)退休金の支払い
｢労働保険条例｣を実行する企業は､中華全国総工会
の規定により退休金の支出と調整金を支給される｡しか
し､労働保険条例を実行していない企業は､｢条例｣の
規定する退休金の支出と調整金を当該企業が直接支給し
なければならない｡その他､事業部門､国家機関､人民
団体､民主党派と軍事などの退休金については､当年度
の退休金は､退休者が居住する地域の県 (市)､市区の
民政部門から支給されるが､次年度から､民政部門の予
算に計上される｡
3 制度の衰退期 (1967年～1977年)
1966年8月から十年間の文化大革命は､中国の政治､
経済､文化などに大きな影響を与えたが､社会保険制度
についても厳しい時期となり､混乱状態に陥ることにな
った｡企業の労働者および職員の社会保険の具体的な事
務を担当していた工会委員会も活動を停止した｡社会保
険制度の管理システムは破壊され､保険料の徴収や管理､
給付といった諸手続きの執行が不可能になって､正常な
退休制度も中断した｡多くの職場では､無政府主義的風
潮のもとで､正常に社会保険政策､関連法規は機能せず､
逆にある職場では保険の受給条件を任意にゆるめて給付
基準を高めたり､ある地域では､退休制度そのものが中
断され､受給有資格者が退休金を受けられないという事
態も発生した｡
このため､財政省は1969年に､｢国営企業財務管理制
度における改革意見書 (草案)｣を公表 し､国営企業に
(6)
おける社会保険給付を一律停止する決定を行った｡企業
から社会保険基金への保険料の徴集が停止され､保険費
用は ｢営業外費用｣という項目に､すなわち､企業の利
潤から支給することに強引に切り替えられた｡これは､
企業の利潤から控除するため､結果的には国からの補助
の形となる｡つまり社会保険が企業保険に代わって､こ
の時期には企業が保険費用a)支払いを行うことになった
(図2-2)0
このため､企業間において､社会保険の支給格差が生
じ､利潤の多い企業では退休金の支給に支障もなく､従
業員福祉も充実されていた｡一方､利潤のでない､また
は少ない企業では､退休者の割合が高ければ､退休金の
支給が常に遅れがちになり､従業員福祉もほとんど行わ
れない状態に陥ってしまった｡この時期に､社会保険制
度は単なる企業の従業員福祉制度へと変化したといえる｡
退休制度における全面停滞 ･後退の状態は､文化大革命
の終結の1976年まで続いた｡.その結果､｢計画経済の時
代では､各企業の労働人数をコントロールしていたため､
企業の社会保険費は巨額にはならなかった｣10)のである｡
4制度の回復および発展期 (1978年～1990年)
(1)社会保険の再構築
1978年に開催された共産党三中全会において､社会保
険制度の再構築の方針が示された｡1978年以降になると､
企業従業員 (従来の労働者および職員)の年齢構造には
大きな変化が起こり始めた｡1950年代に就職した労働者
は次々に定年退休を迎え､定年退休者と在職者に対する
比率は1978年の3.3%から1989年の16%1)になり､退休
金の給付も増大する一方であった.紡績､食糧､運輸産
業などの古い企業では退休金給付は企業賃金総額の50%
を占め､中には企業賃金総額を超えてしまった企業もあ
った12)0
一方､新しい企業において､例えば電子､化学工業な
どの企業では退休者はほとんど現れなかった｡また､地
域間における退休金給付のバランスは崩れ､賃金総額の
20%以上を占めていた上海を筆頭に､天津､四川､遼寧､
江蘇などの9つの省 (日本の県､以下同じ)市が10%～
20%､北京､湖南､陳西などの10の省市が7%～10%､
広東､海南､内モンゴルなどの9つの省 ･自治区が7%以
下であるなど､その格差は大きかったといえる13)0
このため､企業によって直接給付する形がとられてい
た退休金は支給困難に陥ったので､政府は経済建設の回
復を見て､1978年に退休金の給付内容標準を改善し､同
年5月24日に､国務院は ｢老 ･病弱幹部の処遇に関する
蒋･坂口 :中国における公的年金制度
暫定方法｣と ｢従業員の退休処理に関する暫定方法｣を
公表した｡
その主な内容は次の通りである｡
1)退休基準
まず､退休基準についてみると (表8)､男子が60歳､
女子労働者が50歳､女子管理者が55歳に達し､当該企業
勤務年数が10年以上の場合､あるいは坑内､高所､高温､
特別な重労働､健康に直接有害な職場における男子が55
歳､女子が45歳に達し､当該企業勤務年数10年以上の場
合､さらに､労働能力を完全に喪失した者は､医療機関
が証明した上で､男子が50歳､女子が45歳に達し､当該
企業勤務年数が10年以上であることとされた｡
項目 退休基埠
退休 ①勤続 10年以上で.男子従業員は弟60歳､女子従業員は満 50線.女子管理者は溝
55歳に遺した看.
②坑内や高空.高温の場所での作業員.肉体労働.健康に有害な職種に従事.勤続
10年以上で､男子:満 55歳.女子:満45歳に連した者.
③勤続 10年以上で.男子:満50歳､女子.満 45歳に達し.労働力を凍失していること
を医療期間が托明し.さらに､労働鑑定妻員会が手放した肴.
①-③の給付は勤続年限に応じて.週休する時.本人標準賃金の 60-90%相当す
旺)従来.勤務年数は.lAB勤梼年故と本企業勤滞年数を合計して.退休集件としたが.1･978年まで建国以来
29年の桂過にともなって.一般助携年数はなくして､本企業勤務年数5年を10年にした.
出所:嬢 櫨.劉 景什編l社会保険持前J南開大学出版社.1992年､217-224貫よL)作成.
表8.退休基準
2)退休金給付水準 (表9)
1937年から第二次世界大戦の終結までの期間に労働に
参加した者は本人標準賃金 (ボーナス､補助金､手当て
などを含まない)の90%､建国以前までの間に労働に参
加した者は本人標準賃金の80%､建国以後の者には､当
該企業に勤務年数20年以上の者に対しては75%､15年以
上20年未満の者には70%､10年以上15年未満の者には60
%をそれぞれ給付することとされた｡
労働にさ加した時期 勤続年数 退休金 費用の出所
1937年から第二次世界終結まで 10年以上 90% 保険基金
建国以前まで 0ー年以上 80%
建国以後 2 75
15年以上20年未済 70%
10年以上 5ー年未満 60%
Zt)r退休会Jの部分は.すべて本人最終の1ケ月棟準賃金の比串である.
出所:繊 櫨.到 景傭編r社会保険指南J南開大学出版社､1992年.217-224貫より作成.
表9.定年退休金給付水準
3)労働能力の完全喪失者の給付
労働能力を完全に喪失した者で､退休条件が不足する
場合には､医療機関が証明し､労働機関が確認した上で､
本人標準賃金の40%に相当する金額を死亡するまで支給
する｡なお20元以下の金額は20元に計算する｡
4)労災による障害者の給付
労災により労働能力を完全に喪失した者の給付水準は､
医療機関が証明し､労働機関が確認した上で､起居飲食
(7)
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に他人の援助を必要とする者には本人標準賃金の90%､
起居飲食に他人の援助を必要としない者には本人標準賃
金の80%を死亡時まで給付する｡
5)退休金の支払い
企業の退休金は企業の行政部門から支出され､事業部
門､政府機関と人民団体の退休金は退休者が住む当地域
の県級の民政部門から予算として支出される｡
6)その他
退休者は公費医療給付を継続享受することができる｡
また､退休後､他の地域に移転する場合には､元の勤務
企業が150元を補助金として給付する｡都市から農村に
移転する場合には､300元を給付することとされた｡
(2)養老保険の創設と従業員の拠出
1980年代初期になると､離退休費用の社会負担化の試
行が始められた｡1984年から､中国政府はより大きな意
味で養老保険制度 (従来の ｢退休制度｣､日本の ｢公的
年金制度｣)の改革に着手 したと言える｡1951年に制定
された ｢条例｣はそれまで徐々に改訂されてきたが､19
84年までの従業員の生活は､企業が ｢揺りかごから墓場
まで｣を丸抱えして､社会保険の義務と責任を国や企業
に高度集中して､従業員個人が直接そのコストを負担す
ることなく､養老､疾病､育児､死亡などにかかる経済
的負担は政府や企業によってカバーされてきた｡
しかし､84年代以後の経済改革 ･対外開放の体制改革
とそのもとで進行する産業化の過程で､労働市場の成熟
化が進み､労働者の流動性も大きくなってきた｡労働者
の流動化をそれまで防げてきた原因の一つは､各企業 ･
事業部門ごとに運用されてきた養老保険制度であった｡
労働移行の自由化を推し進めようとするならば､養老保
険制度を企業 ･事業部門から ｢自由｣にし､社会全体に
共通する制度として確立することが必要となる｡
そして､1984年の改革は､徐々に改訂されてきた条例
の上にさらに新しい条例を加えたものである｡それは､
企業とくに国有企業に対して一連の改革措置を採用する
ものであった｡すなわち､その時点から､個人負担 (拠
出制)という考え方を導入し､従業員は給料の一部分を
養老金基金として保険料 (掛け金)を納めることになっ
た｡例えば､企業は ｢契約制従業員｣14)に対 しては､
｢固定制従業員｣15)に先駆けて､養老保険料の徴収に踏
み切り､本人標準報酬月額の3%を保険料として､月ご
とに給与天引きという強制的な形で行われ始めた｡
当時､政府はまず広東の東莞､江蘇の泰州､遼寧の黒
山の国営企業を選んで､｢社会統括｣16)と呼ばれる養老
保険制度を新しく設け､その後も中国各地で推し進め､
地域ごとに保険料の統一徴収も確立していった｡社会主
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義市場経済の導入に併せて開始された個人保険料の徴収
によって､退休金という名の年金が養老保険金に生まれ
変わった｡総じていえば､この時期は､国家､企業､個
人の三者共同負担の制度を確立することが目標であった
といえる (図3-1)0
図3-1.1984年～1991年
図3-2.1992年以後
さらに､1986年に ｢国営企業の労働契約制の実施に関
する暫定規定｣が設けられると､その中で労働契約制従
業員の養老保険が確立され､国家､企業と労働契約制従
業員個人の保険料を共同負担することが明らかにされた｡
それにより､企業は当該企業の労働契約制賃金総額の15
%を､個人は本人標準賃金の3%を保険料として納付す
ることになった｡その後､1987年から全国的に推し進め
られ､その結果､1988年の時点で､すでに､全国98%以
上の県 (日本の町､以下同じ)市レベル及び40%の省レ
ベル範囲内において国家､企業と労働契約制従業員個人
の保険料の共同負担が実現されることになった17)0
そして､1986年7月12日に､国務院は ｢国営企業の労
働契約制の実施に関する暫定規定 (以下､｢86年規定｣)｣
を公表した｡この ｢86年規定｣の実施により､中国の国
有企業では新就業者がすべて ｢契約制従業員｣になり､
｢固定制従業員｣はいなくなった18)｡
また､養老金の支払いための公的な社会保険基金が創
設された｡上海や広州などの発展地域など一部地区では､
(8)
個人の保険料積立金と社会保険基金との結合を図り､養
老金基金の増大が行われたのである｡
終わりに -90年代の改革方向一
以上のような経過をたどり､1991年6月に､国務院は
｢企業従業員に関する養老保険制度改革の決定｣を公布
した｡国有企業の固定制従業員にも保険料の個人納付が
義務づけられ､国家､企業が保険料を全面負担するとい
う方法を変え､従業員個人も保険料を負担することを明
らかに示した｡それは､｢労働者の養老保険の原資は自
己労働の蓄積による｣ことを明確にすることであり､養
老保険制度は個人の負担に依存するということを意味す
る19)0
しかし､現在の従業員個人の賃金収入はまだまだ低い
ため､個人負担の賃金に対する比率は､当面の2-3%か
ら将来は8%まで引き上げられる計画である｡また､単
一の養老保険制度を多層的に設立し､基本養老保険 (公
的年金)の他に､私的年金に当たる企業補充養老保険
(企業年金に当たる)と個人貯蓄型養老保険 (年金型預
金 ･個人年金保険に相当)も開始された｡こうして本格
的な養老保険改革が始まったといえるのである｡
1992年以降､全国に29の省､自治区､直轄市において､
従業員個人が拠出する基本養老保険料制度が実施された｡
個人が納付する保険料率は､まず､本人賃金の2-5%に
なっているが､それは従業員の自己負担する意識が高ま
りを示すものである｡また､企業補充養老保険と個人貯
蓄性養老保険が発展するにしたがって､1994年までに､
全国1万3,000社の企業が209万人の従業員のために企業
補充養老保険を導入することにより､同年度の基金収入
は6億2,000万元､支出は6,000万元､積立金は8億3,000万
元に上った｡それに加えて､184万人の従業員は個人貯
蓄性養老保険に加入し､同年度の基金収入は1億3,000万
元､支出は1,000万元､積立金は2億6,000万元であった
20)｡養老保険制度はこのように多層的に進められ､一
定の成果を収めたといえる｡
しかし､従業員の養老保険料の自己負担に対する意識
がまだ薄い原因として､養老保険支給額が受給者の貢献
度を反映せず､帝離している｡ということが問題となっ
た｡この問題を解決するために､1992年から､1,300あ
まりの県および市において保険金の調達と支給方式につ
いて新たな実験が行われた｡･それは､社会統括基金によ
る再分配機能を残しつつ､従業員が各々 ｢個人口座｣21)
を開設し､社会保険の自己負担意識を高めると同時に､
支給額が個人の貢献度をより反映したものとなるように
蒋･坂口 :中国における公的年金制度
配慮 したものである (図3-2)｡
それまでの改革は実験的に実行されてきたため､全国
的に実行する場合には具体的な方法についてさらに明確
にする必要があった｡そこで､1995年3月1日に､国務院
は ｢企業従業員の養老保険制度改革の深化に関する通知､
(以下 ｢95年通知｣)｣を､また同年5月1日に､労働部は
｢国務院が企業従業員の養老保険制度改革の深化に関す
る通知の執行に関する実施意見 (以下 ｢95年実施意見｣)｣
をそれぞれ公表した｡この ｢95年通知｣は近年各地で実
施された養老保険の基礎の上で､基本養老保険改革の目
標､原則､実施範囲の拡大､多層的保険体系､基金管理､
｢社会統括と個人口座｣との結合などを､国務院が明確
に提起するものであった｡｢86年規定｣､｢91年決定｣ と
比べると､基本理念は原則的に同じであるが､実施方法
については具体化され､1995年3月1日に､国務院が公表
した ｢95年通知｣の中で ｢附件一 ･附件二｣の二つの方
法を提案した｡
この二つの方法の内容は､簡単にまとめると次のよう
なものである｡
1)方法 1(附件-)
第一の方法は､個人口座を中心とし､社会統括の占め
る割合を小さくする方法である｡すなわち個人口座には､
従業員の賃金の16%分を積み立て､そのうち従業員は､
当初､本人賃金の3%を保険料として納付 し､企業は各
従業員の賃金の8%を負担するとともに､当該地域従業
員の月平均賃金の5%を負担する｡従業員は最初本人賃
金の3%最低保険料として納付するが､後に原則として2
年ごとに1%づっ引き上げて最終的に8%にする｡その結
果､最終的には個人口座の養老保険料を企業と半額ずつ
を負担する形にもっていくと構想されている｡そして､
給付額個人口座の積み立て金額 (利子を含む)を割る
120ケ月として計算され､それを10年年金として給付さ
れる｡10年後の給付は社会統括基金から支給することと
ある｡
2)方法2(附件二)
附件二は附件-と比べて､｢社会統括｣基金の占める
割合を大きくする方法である｡ しかし､従業員個人が個
人口座と社会統括基金にどのぐらいの保険料をそれぞれ
に納入するかは､各地域が決めることであるため､この
方法二は不統一な状態で存在 している｡給付については､
社会統括基金からの20%～25%に個人口座の積立金額を
120ケ月で除した額を加えたものとなる｡
これまでの改革で､年金制度は徐々に改善されてきた｡
しかし､養老金制度は地域によって異なる方法が今も存
在し､保険料の徴収率や給付率などがばらばらであり､
(9)
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そのような制度不統一の問題が地域と企業間との労働力
流動を狭めているのが実情である｡
そのうえ､養老保険制度の改革の進展にしたがって､
つぎのような問題がさらに露呈された｡第1に､養老保
険水準は地域的に格差が多いこと､第2に､基金の統括
のレベルが低いため､調整能力が弱く､少数の離退休者
の基本的な生活は保障されにくいこと､第3に､一部分
の地域は基金を目的以外に流用していること､第4に､
さまざまな養老保険制度が同時に施行されていること､
第5に､管理部門が多いなどの問題がある｡なかでも､
最も集中 している矛盾は基本制度の不統一と管理の分散
化である｡従って､養老保険制度を統一することは養老
保険制度の改革を深化する上で必要になっている22)0
最後に､本稿を締めくくるに当たって､養老保険制度
の最近の実施状況について概観する｡詳細は制度設計や
課題については､稿を改め次の機会に譲ることをあらか
じめお断りしておきたい｡
国務院は､1997年7月16日に､最近養老保険制度の改
革実験の経験に基づいて､｢統一的な企業従業員の養老
保険制度の確立に関する決定 (以下､｢97年決定｣)｣を
公表した｡ これは上記の露呈 した問題を解決するための
｢決定｣であるが､将来的に都市部の国有企業､集団企
業と個人 ･私営 ･外資を含むすべての企業の従業員を対
象に､養老保険制度を普及させることを目標としている｡
さて､本稿では､都市における養老保険制度の改革の
2つの選択肢を明らかに した23)｡養老保険の改革を通
して､制度は着実に普及 し､拡大 してきた｡1994年末に､
全国で65万社の企業が養老保険に参加 し､加入在職従業
員が8,494万人で､1993年より6.1%増加 した｡離退休人
数は2,080万人で､1993年より13.1%増加 した｡ また､
養老保険基金は1994年に707億元に達 して､1993年より
295億元増加 し､支出は661億元で､1993年の支出より
279億元増えた｡積立金も305億元となって､1993年より
46億元増加 した｡1994年に､全国養老保険料の徴収率は
平均92.3%であった24)0
さらに､1995年には､養老保険基金の収入は950億元
(対前年243億元増加)に対 して､支出は837億元 (対前
年176億元増加)､当年度の積立金が114億元 (対前年191
億元減少)､そのうち金利収入が35億元､同年まで累積
積立金は430億元であった25)｡そして､1996年末に､全
国社会統括養老保険に参加 している在職従業員は8,758
万人に達 し､加入率にして78.4%のぼり､そのうち､国
有企業は95.2%､集団企業は51.5%､その他の企業は27.5
%の従業員をカバーしていたのであった26)｡
また､1996年には､養老保険基金の収入は1,200億元
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(対前年250億元増加)､支出は1,050億元 (対前年213億
元増加)､同年までの積立金は550億元 (対前年120億元
増加)であった27)｡しかし､積立金額は当年度養老保険
金の支出額の半分に満たず､しかも､その中の大部分は
1995年以前の剰余額であった｡
ところが､1997年になると､社会統括養老保険に参加
している在職従業員は1996年の8,758万人から8,692万人
に減って､それに対して､社会統括養老保険に参加して
いる離退休､退職者は1996年の2,358万人から1997年の
2,533万人に増えたが28)､今後も高齢化の進行に連れ､
さらに増加するものと思われる｡
したがって､社会統括基金の価値を維持し､積立金を
どのように増加させるかという問題に対する解決策を講
ずるのかが､今後の重要な課題となっている｡
*(謝辞)本稿にあたりまして､お忙しい中､貴重な資
料と助言をご提供くださいました日本労働研究機構研究
所の中村良二氏に､心より感謝申し上げます｡
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Summary
ThepurposeofthispaperistopursueaprocesshavlngtOdowiththe history,limitingtothepublicpen-
sionsystem inChina.
ThepensionsysteminChinawasaChinesepeculiarsystem,andinaddition,isdifferentfrom systemsitself
oftheadvancedcountries.
PresentChinawasswitchingovertotheprlnCipleofsocialmarketeconomyandalsoasfarthepensionsys-
tem,anindividualcontributionforinsurancefeewasintroduced.Whileexaminingtheproblem pointofthe
presentpensionsystem inthefuture,Wewouldsearch thepointatissueofthepensionsystem inChina
whichitshouldreform andwe wouldcontinuethisstudy.
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